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1．研究背景・目的 

 近年、自転車の利用者は急増している。その要

因として利便性の高さや環境に良い点などが挙げ

られる[1]。 

 子どもから大人まで幅広い年齢の人が買い物や

通勤、通学などに利用され、健康に気遣う人や娯

楽として利用する人も増えている。 

しかし自転車利用者の増加に伴い、ルール違反者

や交通事故も増加傾向にあり問題視されている。

政府や警察や自転車関連の協会が法改正を含む対

策をとっているが、状況があまり変わっていない

のが現状である(図１)。

 

図 1 自転車事故関与の推移 

そこで本研究では、自転車社会における問題点

を現地調査やアンケート調査により把握し、改善

に向けた提案を行う。 

2．自転車社会における現状と問題点  

(1)ルールの認知度不足  

自転車のルールへの認知度を調査するため、ア

ンケート調査と現地調査を行った。 

知識面の調査として、1）自転車安全利用五則と

2）2013 年 12 月道路交通法を知っているかについ

て質問をした。1)の質問に対してどの年代も知ら

ないと答えた人が多く、2)の質問に対して知って

いると答えた人が多いと結果が出た。 

アンケート調査は知識面関連２問と行動面関連

３問の計 5問で行い、150人から結果を回収した。 

行動面の調査として、３）使用道路と４）左側

通行、５）標識を守っているかについて質問をし

た。3)の質問はどの世代でも歩道の使用者が多く、

13 歳から 6４歳までの利用できない年齢にも利用

者が多く違反者が多く存在した。4)と 5)の質問は

していないと答えた人が多く、両質問ともに違反

者が多く見られた。 

一方、現状を把握するために、現地調査を行っ

た。表 1 は現地調査の結果を示す。その結果では、

総通行人数に対してすべての場所で違反者が居た

ことがわかる。 

表 1 現地調査結果 

 

(2)安全な自転車走行空間の不足 

 日本における自転車走行空間の整備はロンドン

やアムステルダムといった自転車先進国の都市と

比べ、大きく出遅れている。それは整備されてい

る場所が少ない点や整備されている場所は点在し

連続性のない点である。自転車ネットワーク計画

が行われているのは全国の市町村の約７％のみで、

現状は策定もあまり行われていない。 

自転車走行空間の不足は自転車同士や他の交通

手段との事故の発生へ直結するため、大きな問題

点である。 



 

3．改善策の提案 

(1)教育プランの提案策定と実施 

まず、教育プランを策定し、実施することを提

案する。全年代に共通して、自転車安全利用五則

や自転車に関する道路標識などを軸にルールの講

習を行う。また、年代ごとに異なる教育プランを

策定が必要である。表 2 はその提案の一例である。

このように年代ごとに教育を行うことで、効果を

高めることが可能である。 

表 2 教育プラン案 

幼稚園生 交通安全教室
小、中学生 ディスカッション
高校、大学生 門前指導
社会人 シミュレーター
高齢者 実技講習  

(2)道路交通法改正時の周知方法の制度化 

表 3 は道路交通法改正後の街頭指導の実行プラ

スを提案する。このように、明確な予定を設定す

ることで、改正点を重ねて知らせることができ、

周知効果を高めることができる。 

表３施行日からの年間計画 

施行日からの経過時間 日数

０～２ヶ月 週に５日
２～３ヶ月 週に４日
３～４ヶ月 週に３日
５～１２ヶ月 週に１日  

(3)免許制度の導入 

車やバイクと同様の形式の免許の導入を提案す

る。年齢設定は 15 歳以下の事故件数が多いことや

知能的な部分を考慮し、10 歳と設定する。免許の

取得は筆記試験を行い、実技教習を行う原動付自

転車と同じ形式を採用する。そして罰則に関する

点数制度を新たに設ける。この制度を導入するこ

とで、自転車も軽車両であるという認識とルール

の厳守という意識をさせることができると考えら

れる。しかしこの制度を採用した場合、免許の携

帯が必要となる。取得義務年齢が 10 歳と低く設定

しているため、免許証の携帯義務化という点で難

しい面がある。 

(4)保険加入の義務化 

保険加入の義務化を提案する。保険制度は以前

からあるが、義務化はされていない。近年起きて

いる高額賠償の事故を含め、事故の件数は減らず

にいる。事故が起きた際のリスクを減らすため、

加入の義務化が必要である。また、加入時に道路

交通法や事故の危険性、対処法の講習を行い、注

意喚起に繋がる効果があると考えられる。 

(5)自転車走行空間の整備 

自転車走行空間を地域に合わせた形での導入を

提案する。自転車走行空間には構造的に分離した

形式と視覚的に分離した形式があり、地域ごとの

財政状況や交通量などに応じて整備する。このよ

うに、整備することで自転車走行空間の最適化を

図る。  

また、自転車専用の看板を設置することを提案

する。自動車用の看板はあるが、自転車の利用範

囲の主な距離は６㎞以下であることから、自転車

専用の看板が有用である。設置することで、目的

地まで容易に着くこと可能になり、利便性の向上

に繋がる。 

4．まとめ 

本研究では、自転車者社会の環境改善をするた

め、アンケート調査と現地調査により、問題点を

見出したうえで、自転車走行基本ルールの認知度

向上や自転車走行空間の整備などの改善案を提案

した。 

本研究を通じて、自転車社会に大きな問題が存

在することがよく分かった。しかし、自転車社会

の秩序をよくするには、法整備や厳罰などの手段

は重要であるが、利用者一人ひとりの自覚も大事

だと感じられた。 
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